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　性的マイノリティの権利保障に関する法整備が注目を集めている。2023 年 5 月には、LGBT など性的少数者に関する国民の理解を増

進することを目的とした「LGBT 理解増進法案※ 1」の国会提出が決定した（2023 年 5 月 17 日現在）。

　国が主導する法整備に先んじて、地方自治体（都道府県・市区町村）が独自に性的マイノリティの権利を保障する条例を制定する例が

増加している。一般財団法人地方自治研究機構によると、性的マイノリティに対する差別的な取り扱いを禁止する条例を制定する地方自

治体は 2023 年 4 月 1 日時点で 66 自治体（7 都府県 59 市区町）にのぼる※ 2。

　条例の主な構成要素としては（i）目的・基本理念（ii）用語の定義（iii）差別禁止規定（iv）アウティングの禁止・カミングアウトの自

由の保障、が挙げられる。特に（iv）は 2018 年に東京都国立市が全国の自治体で初めて条例に盛り込み、以降多くの自治体で取り入れ

られるようになった。なお、条例で差別禁止を定めたとしても、罰則規定がない等の理由から実効性を持たず、形骸化してしまう可能性

があることには留意が必要である。行政・事業者・市民の責務規定や審議会・拠点施設の設置、行動計画の策定等、政策の実行に寄与

する項目を盛り込むことも、具体的な取り組みを実施していくにあたって重要なポイントとなる。

　条例は、自治体が制定できる最上位の法令である。計画や大綱ではなく、法的効力を持つ条例として性的マイノリティの権利を保障す

ることによって、当事者への差別を禁止し、住民や事業者、学校等に対する働きかけを強化することができる。条例を制定した自治体では、

条例を根拠として当事者を支援する施策に積極的に取り組んでいるほか、幼稚園・小中学校や民間企業からの性の多様性に関する講演

依頼が増えるなど、さまざまな側面において効果が表れているという※ 3。

　自治体による条例整備は、地域に住む住民の生きづらさの解消に寄与するのみならず、内外に性的マイノリティに対する支援の姿勢を

示し、社会に対して必要性を訴える意味を持つ。国が主導する法整備の動きはあるものの、保守派に配慮した修正が加えられるなど、検

討すべき論点は残存している。当事者の生声・ニーズを丁寧に受け止め、条例を制定する自治体がさらに増加していくことに期待したい。 
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注1）	 条例制定状況は※2 のHP に掲載されている自治体数（各年の4 月1 日時点）をカ	
			   ウントし、条例の形式についてはNRI が各自治体の条例を参照して分類を行った
注2）	 2012～17 年に制定された条例はすべて「①男女共同参画推進条例」である
出所）	一般財団法人地方自治研究機構のデータを基にNRI 作成

注）	 上記内容には含まれない内容・工夫を盛り込んでいる場合もある
出所）	性的マイノリティの権利を保障する条例を基にNRI 作成

※ 1		 性的指向および性同一性に関する国民の理解増進に関する法律
※ 2		 地方自治研究機構 性の多様性に関する条例【条例の制定状況】http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/002_lgbt.htm
※ 3	 	 性的マイノリティの権利を保障する条例を制定した自治体に対するヒアリングより

http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/002_lgbt.htm

